
※２　ＰＭＨ（Public Medical Hub）…医療費助成，予防接種，母子保健（乳幼児健診，妊婦検診）等に関する情報を，自治体や医療機関，対象者間で連携するシステムのこと。

年度別計画

令和５年度

○電子申請サービスの拡充に向けた対象行政手続の整理・検討を進めます。
○情報システム等の共同調達について，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」や他市町村と
の連携を図ります。
○市民にとって分かりやすいマイナンバー制度解説に継続して取り組みます。
○コンビニ交付サービスについて，障害発生時においての復旧対応をより迅速
に行うことで安定的な運用を図ります。

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行してＳａａ
Ｓ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」を導入するとともに，職員向けにフォーム
作成研修を複数回実施することにより，サービスの活用促進を図りました。
○市ホームページにオンライン申請ポータルを設置し，オンラインで申請でき
る行政手続の一覧を市民向けに提示し，市民の利便性向上に努めました。
○東京都等が設立した新団体「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の協働事業に参加すると
ともに，情報システム等の共同調達に向けた事前準備チームに参加し，他の市
区町村と連携して事業の推進を図りました。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえた総合的な観点から，市民サービス向上に向け，マイナン
バーカードの活用検討を進めました。
○ミラー型デジタルディスプレイを市庁舎内及び市内の公共施設に設置し，市
職員が製作したＰＲ動画等を活用した広報活動を実施しました。
○出前講座を活用し，マイナンバー制度について周知を図りました。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においても迅速に復旧対応を行うことにより，安定的な運用
に努めました。
○ぴったりサービスについて，本格稼働を行いました。

担当課 デジタル行政推進課，企画経営課，関係各課

７ 行政手続のデジタル化，電子申請サービスの拡充に向けた取組の推進プラン

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行して
ＳａａＳ型サービスの導入を検討します。
○電子申請用フォーム（民間電子申請サービスを含む）の対象手続を整理・検
討します。
○東京都等が設立する新団体「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」と情報システム等の共同
調達について，連携を図ります。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえ，行政手続のデジタル化を推進する観点から市民サービスの
向上や事務の効率化に向けたマイナンバーの活用検討を進めます。
○市報・市ホームページでマイナンバー制度に関する解説の連載を継続すると
ともに，出前講座等の活用により，引き続き，市民に向けた分かりやすい広報
に努めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，継続して安定的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行した
ＳａａＳ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」の導入と職員向けの操作研修の実施
により，職員の電子申請サービスの活用を促進しました。次年度も引き続き，
職員の電子申請サービスの活用を促進します。
○対象行政手続のオンライン化検討状況に関する調査を実施しました。また，
調査結果等に基づき，手続フローの整理や申請フォームの構築等を実施しまし
た。次年度も引き続き，オンライン化の進捗確認及び申請フォームの構築な
ど，手続数の拡大に向けた具体的な取組を推進します。
○「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の情報システム等の共同調達に向けた事前準備チー
ムに参加し，他の市区町村と連携した事業推進を図りました。次年度も引き続
き，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の共同調達等と連携し事業を推進します。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえた総合的な観点から，引き続き市民サービス向上に向けた検
討を進めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図りました。次年度も引き続き安定的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行いました。次年度以降も手続数の拡大等を検討して参ります。

総　括

※１　ＳａａＳ（サース）…提供者のサーバーで稼働するソフトウェアをインターネット経由で必要に応じて使用するサービスのこと。

◆電子申請サービスのＳａａＳ※1 導入
◆（民間を含む）電子申請用フォーム対象手続の整理・検討
◆東京都等が設立する新団体（ＧｏｖＴｅｃｈ東京）との共同調達における連携
◆マイナンバー（個人番号）カードの取得促進
◆マイナンバー制度及びマイナンバーカードを活用した行政サービスに関する各種広報
◆マイナンバーを活用した行政サービス及び事務の効率化の検討・実施
◆ぴったりサービスを活用した子育て・福祉等の電子申請の運用

行政のデジタル化推進
デジタル化による行政手続における利便性の向上

方針 ２
基本的取組 ２－１

窓口に行かなくても手続が可能なサービス（各種手続や証明書発行等）を拡充することで，市民の利便性向上を図ります。また，マイナンバーカードの取得促進のほか，マイナンバーを活用した市民サービスの向上
（ぴったりサービスの活用，諸証明のコンビニ交付等）や，事務の簡素化・効率化に向けた取組を検討・実施します。

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○東京共同電子申請・届出サービスについて，職員向けにＳａａＳ型サービス
「ＬｏＧｏフォーム」の操作研修を実施することにより，電子申請サービスの
活用促進を図りました。
○対象行政手続のオンライン化検討状況に関する調査を実施しました。また，
調査結果等に基づき，ＳａａＳ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」を利用し，オ
ンライン化の促進に努めました。
○「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の情報システム等の共同調達に向けた事前準備チー
ムに参加し，他の市区町村と連携して事業の推進を図りました。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国の動向を踏
まえ，個人番号の利用に関する条例を改正しました。
○市民サービス向上に向け，マイナンバーカードの活用検討を進め，

ＰＭＨ※２の先行実施の可能性について調査しました。
○市庁舎内及び市内の公共施設に設置したミラー型デジタルディスプレイを活
用し，市職員が製作したＰＲ動画等を活用した広報活動を継続して実施しまし
た。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図りました。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行いました。

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○電子申請サービスの拡充に向けた対象行政手続の整理・検討を進めます。
○情報システム等の共同調達について，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」や他市町村と
の連携を図ります。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえ，行政手続のデジタル化を推進する観点から市民サービスの
向上や事務の効率化に向けたマイナンバーの活用検討を進めます。
○市報・市ホームページでマイナンバー制度に関する解説の連載を継続すると
ともに，出前講座等の活用により，引き続き，市民に向けた分かりやすい広報
に努めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行います。



○システム標準化・共通化について，学事システムのクラウド化に関
するシステム構築を行い，サービスを開始するとともに，比較分析を
はじめとした標準準拠システムへの移行作業を実施しました。
○他団体で発生した情報セキュリティ事故を踏まえ，市全体で業務上
使用するＵＳＢメモリ本数を削減するとともに，既存のＵＳＢメモリ
を暗号化機能付きＵＳＢメモリに置換することで，ＵＳＢメモリに起
因する情報セキュリティ上の重大な事故のリスクを抑制及び軽減を図
りました。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集等のため，東京都や
民間事業者等が主催するセミナーなどに参加しました。
○複数部署において，ＡＩ－ＯＣＲ，ＲＰＡを活用し，事務の効率化
に取り組みました。
○東京都等における生成ＡＩ活用の動向を踏まえ，ＣｈａｔＧＰＴを
はじめとした生成ＡＩの業務利用に向けた情報セキュリティや事務の
効率化の観点からの課題の整理を進めました。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化等環境整備の方向
を検討しました。
○地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が提供するテレワー
クシステムを活用したテレワーク実証実験に加え，市に最適かつ新た
なテレワークシステムの導入に向けてシステムを選定するとともに，
運用開始に向けた準備を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○システム標準化・共通化について，現行システムとの比較分析を実
施しました。次年度については比較分析結果を基に構築を図ります。
○ＡＩ－ＯＣＲやオンライン会議などを活用した業務の効率化を目的
に，庁内での事例共有などにより，更なる活用に向けた検討を進めて
いきます。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化について実証実験
を行いました。次年度については更なる機器のモバイル化を図るとと
もに，庁内回線の無線化の全庁展開を行います。
○情報セキュリティ対策について，改正個人情報保護法の適用を踏ま
え，個人情報保護管理委員会と合同による情報セキュリティ監査を実
施しました。次年度については，セキュリティポリシーの見直しと合
わせ，監査及び研修を通じ，引き続きセキュリティ対策の確実な実施
を図ります。
○調布市独自のテレワークシステムを導入し，運用を開始しました。
次年度については，引き続き安定的な運用を図ります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○システム標準化・共通化について，学事システムのクラウド化に関
するシステム構築を行い，サービスを開始するとともに，比較分析を
はじめとした標準準拠システムへの移行作業を実施します。
○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集，研究を行い，事務
の簡素化・効率化に関する取組の検討，実施を行います。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内の環境整備の方向を検討しま
す。
○テレワークシステムの本格導入に向けて，システムの選定等の準備
を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○システム標準化・共通化について，現行システムとの比較分析を実
施しました。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集等のため，民間事業
者等が主催するセミナーや，１０月に実施された地方自治情報化推進
フェアに参加しました。
○複数部署において，ＡＩ－ＯＣＲやＲＰＡを活用し，事務の効率化
に取り組みました。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化について実証実験
を行いました。
○ソフト面における情報セキュリティ対策として情報セキュリティ監
査を実施し，情報セキュリティ対策に関する点検を行うとともに，課
題について全庁的な情報共有を行いました。また，全職員を対象に情
報セキュリティ研修を実施し，執務中に起こり得るセキュリティ事例
に対して適切な対応の習得を図りました。
○地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が提供するテレワー
クシステムを活用したテレワーク実証実験に加え，新たなテレワーク
システムを導入し，運用を開始しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○生成ＡＩの活用に向けた試行実施を行います。
○新たなテレワークシステムを導入するとともに利用者を拡充するこ
とで更なるテレワークの推進を図ります。

年度別計画

令和５年度

○システム標準化・共通化について，比較分析をはじめとした標準準
拠システムへの移行作業を実施します。
○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集，研究を行い，事務
の簡素化・効率化に関する取組の検討，実施を行います。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内環境について適切な環境整備の
方向を検討します。
○市に最適かつ新たなテレワークシステムの導入及び利用者の拡充を
図ります。

総　括

庁内における業務量の増加への対応などを踏まえ，ＡＩやＩＣＴなどのデジタル技術の積極的な活用を念頭に置いて，ＢＰＲの手法を用い，事務の簡素化・効率化に取り組むほか，システム標準
化・共通化への適切な対応を図ります。 また，事務の効率化の視点を踏まえ，テレワークの推進や，庁内の環境整備に取り組みます。

◆システム標準化・共通化に向けた取組の実施
◆情報セキュリティ対策の強化
◆デジタル技術を活用した事務の簡素化・効率化に関する取組の検討・実施
◆事務の効率化を踏まえた庁内の環境整備及びテレワーク推進に向けた取組の検討・実施
◆テレワークシステムの本格導入・運用，機器モバイル化への対応

行政のデジタル化推進
デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化

方針 ２
基本的取組 ２－２

担当課 企画経営課，デジタル行政推進課，関係各課

８ デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化の推進


